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証券コード 4814 

2025 年 6 月 26 日 

株主各位 

大阪市中央区北久宝寺町四丁目３番 11 号 

ネクストウェア株式会社 

代表取締役社長 豊田 崇克 

 

 

第 35 期定時株主総会その他の電子提供措置事項（交付書面省略事項）の一部訂正について 

 

 当社「第35期定時株主総会その他の電子提供措置事項（交付書面省略事項）」の一部に訂正すべき事

項がございましたので、お詫び申し上げますとともに、下記のとおり訂正いたします。 

なお、本ウェブサイト上の「第35期定時株主総会その他の電子提供措置事項（交付書面省略事項）」

は、訂正後のものに差し替えております。個別注記表以外の計算書類等に訂正はございません。 

 

記 

 

訂正箇所（なお、訂正箇所は   線で表示しております。） 

個別注記表 

損益計算書に関する注記（13 頁） 

関係会社との取引高 

【訂正前】 【訂正後】 

関係会社との取引高   関係会社との取引高  

売上高 1,753 千円  売上高 1,753 千円 

営業費用 166,163 千円  営業費用 278,410 千円 

営業取引以外の取引高 110,230 千円  営業取引以外の取引高 110,230 千円 
  

 

関連当事者との取引に関する注記（14 頁） 

子会社及び関連会社等 

【訂正前】 

種 類 
会 社 等 
の 名 称 

議決権等 
の所有(被 
所有)割合 

(％) 

関連当事者 
との関係 

取引の内容 
取引金額 
(千円) 

科 目 
期末残高 
(千円) 

子 会 社 

㈱システム
シンク 

所有 
直接100.0 

資金の預託元 
資金の貸付先 
役員の兼任 

資金の預り 
(注) 

343,000 

― ― 
利息の支払 
(注) 

351 

資金の貸付 
(注) 

87,000 
関係会社短
期 貸 付 金 

41,500 
利息の受取 
(注) 

355 

配当金の受
取 

108,000 ― ― 

㈱OSK日本歌
劇団 

所有 
直接100.0 

資金の貸付先 
役員の兼任 

資金の貸付 
(注) 

108,000 
関係会社短
期 貸 付 金 

84,000 
利息の受取 
(注) 

1,068 

取引条件及び取引条件の決定方針等 
(注) 資金の預り及び貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。 
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【訂正後】 

種 類 
会 社 等 
の 名 称 

議決権等 
の所有(被 
所有)割合 

(％) 

関連当事者 
との関係 

取引の内容 
取引金額 
(千円) 

科 目 
期末残高 
(千円) 

子 会 社 

㈱システム
シンク 

所有 
直接100.0 

資金の預託元 
資金の貸付先 
ソフトウェア
の開発委託 
当社従業員の
出向 
管理業務の代
行 
共通経費の請
求 
役員の兼任 

資金の預り 
(注1) 

343,000 

― ― 
利息の支払 
(注1) 

351 

資金の貸付 
(注1) 

87,000 
関係会社短
期 貸 付 金 

41,500 
利息の受取 
(注1) 

355 

配当金の受
取 

108,000 ― ― 

ソフトウェ
アの開発委
託等(注2) 

77,525 買 掛 金 25,222 

出向料の受
取(注3) 

12,212 

未 収 入 金 16,051 

管理業務代
行料の受取 
(注4) 

32,761 

共通経費の
請求 
(注5) 

20,500 

㈱OSK日本歌
劇団 

所有 
直接100.0 

資金の貸付先 
当社従業員の
出向 
管理業務の代
行 
共通経費の請
求 
役員の兼任 

資金の貸付 
(注1) 

108,000 
関係会社短
期 貸 付 金 

84,000 
利息の受取 
(注1) 

1,068 

出向料の受
取(注3) 

15,280 

未 収 入 金 54,169 

管理業務代
行料の受取 
(注4) 

41,849 

共通経費の
請求 
(注5) 

25,500 

取引条件及び取引条件の決定方針等 
(注1) 資金の預り及び貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。 
(注2) ソフトウェアの開発委託等については、公正な価格を基礎とした取引条件で行っております。 
(注3) 出向料の受取については、出向者に係る人件費相当額を基礎として合理的に決定しております。 
(注4) 管理業務代行料の受取については、当該業務に係る費用を基礎として合理的に決定しております。 
(注5) 共通経費の請求については、実際発生額を基礎として利用割合に応じて合理的に決定しております。 

 

以上 


